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団体の収入

継続中の助成事業の収入

社協・民間の補助金・助成金

市区町村からの補助金・委託費

WAMからの助成金

都道府県からの補助金・委託費

国からの補助金・委託費

その他

 
(１)助成事業の継続状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(２)平成３０年度事業の予算額に対する財源内訳（複数回答） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(３)対外的な波及効果（複数回答） 

規模を拡大、
充実発展
５９件
51.3％

実施していない
９件

7.8％

同程度の規模
・内容で実施

２５件
21.7％

一部縮小して
実施

２２件
19.1％

0.9%
0.9%

18.3%
6.1%

6.1%
20.0%

7.0%
17.4%

44.3%
50.4%

47.8%
45.2%

70.4%
63.5%

効果なし （実績） １件
効果なし （計画） １件

その他 （実績）２１件
その他 （計画） ７件

ル事業化 （実績） ７件
行政でモデ （計画）２３件

制度化など （実績） ８件
行政で （計画）２０件

事業を実施 （実績）５１件
他団体が同 （計画）５８件

報道・紹介 （実績）５５件
マスコミ等で （計画）５２件

合せ・見学 （実績）８１件
他団体の問 （計画）７３件

87.2%
85.3%

89.1% 88.4%

92.2%

75.0%

85.0%

95.0%

継続率

事業継続は「自己資金」が 4９.４%を占めた 

１５件が行政で制度化、モデル事業化につながった  
 

● 全体の７割以上に「他団体の問合せ・見学」、約５割に「マスコミ等で  

  報道・紹介」の効果があり、いずれも見込以上の実績がみられた。  

調査対象：平成 28 年度ＷＡＭ助成事業実施団体 125 団体  
総回答数：115 団体（N=115） 回答率 92.0％  フォローアップ調査結果 

自己資金割合の高い事業継続事例（一部抜粋）  
 

会費や寄付の割合が高い事例  

● 認定 NPO 法人フードバンク山梨（会費収入・個人寄付）  
 

自主事業力をつけた事例  

● NPO 法人 Kacotam（学習支援の授業料） 

● NPO 法人あめんど（乾燥野菜の製造・委託販売）  

● ６丁目クラブ（カフェの会費及び配食事業収入）  

受託事業力をつけた事例  

● 一般社団法人あんしん地域見守りネット  

 （松戸市あんしん電話事業の受託） 

● 一般社団法人インクルージョンネットかながわ  

 （鎌倉市学習支援事業の受託）  
 

※その他は「3.対外的な波及効果」の事例参照  

（参考） 

■ 制度化・補助金化した事例（一部抜粋）  

 ●一般社団法人あんしん地域見守りネット  

  松戸市あんしん電話事業（千葉県松戸市） 

●一般社団法人インクルージョンネットかながわ  

  鎌倉市学習支援事業（神奈川県鎌倉市） 

●NPO 法人ワーカーズ・コレクティブ協会  

  横浜市就労準備支援事業（「事前講座」の枠組み追加）（神奈川県横浜市） 

●認定 NPO 法人丸子まちづくり協議会  

  静岡市地域交通弱者対策事業（静岡県静岡市） 

●認定 NPO 法人ハーモニーネット未来  

  笠岡市子どもの食と居場所づくり支援事業（岡山県笠岡市）  
 

■ モデル事業化した事例（一部抜粋）  

 ●NPO 法人まんまるママいわて  

  産前産後サポート事業（アウトリーチ型）（岩手県釜石市）  

  産前産後サポート事業（岩手県花巻市） 

●NPO 法人さんりく WELLNESS 

  大槌町心の復興事業（岩手県大槌町） 

平成 28 年度事業完了時点   平成 30 年度現在 
（完了報告書）       （平成 30 年度予算） 

自己資金割合 
49.4%で継続 

N=115 

N=115 

計画時に制度化・モデル 
事業化を目指した団体の 
うち、３割超（1５件）
が実現した 

自己資金 

助成金 

9 割超が継続して事業を実施  
 

 平成 28 年度の助成先団体のうち、  

全体の 92.2％が助成期間終了後も  

事業を継続していた。  

 このうち 51.3％の事業について  

は、対象者や協力者の増加や、新  

たな課題への対応を視野に入れる  

等、事業規模を拡大又は事業内容  

を充実・発展させて継続している  

ことが分かった。  

N=115 
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効果なし ０件

その他 ８件

法人格の取得（又は取得予定） １４件

団体で活動する職員数の増加 １６件

団体の事業規模（予算）の拡大 ２５件

会員数や賛同者数の増加 ３１件

民間企業との連携 ３９件

行政との関係の構築 ５７件

社協や中間支援組織との関係構築 ６０件

地域ニーズの把握・事業展開の明確化 ７４件

継続的な協力者が増えた ８４件

他団体との新たなネットワークの構築 ８５件

事業規模を拡大・発展 事業規模が同程度 事業規模縮小 事業を実施していない

(４)その後の団体活動や組織に与えた効果（複数回答） 

 
 
  
 
 
  
  
 
 
  
 

 

(５)連携の内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
(６)連携・ネットワーク団体数の変化 (７)助成先団体が運営する法定事業に与えた効果（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(８)組織運営上の課題（複数回答） (９)継続や波及効果等を後押しした WAM 助成の特徴（複数回答） 

  

 

 

 

 

 

2,546

1,437 
団体総数

6.1%
7.0%
25.2%
27.8%
28.7%

41.7%
42.6%
43.5%
45.2%
47.8%

62.6%

特に後押しはしていない ７件

その他 ８件

助成要件（他団体との連携等） ２９件

事業評価 ３２件

HP等の成果普及の取組 ３３件

助成金の概算払い ４８件

助成金の対象経費（幅広さ） ４９件

計画変更対応 ５０件

事務の的確な取り扱い ５２件

担当者制の個別相談・ﾌｫﾛｰ ５５件

助成規模 ７２件

Ｎ=1156.1%
4.3%
23.5%
23.5%
31.3%
33.0%
33.0%
33.9%
39.1%

65.2%
69.6%

その他 ７件

金融機関等からの借入・投資 ５件

後継者の不足 ２７件

マネジメントや事業評価 ２７件

事業規模の拡充 ３６件

一般向け広報の充実 ３８件

外部の人脈・ネットワークの拡大 ３８件

団体内部の情報共有や役割分担 ３９件

中長期的な目標設定、事業計画 ４５件

人材確保・育成 ７５件

収入源の多様化・資金調達 ８０件

NPO 法人等の他、行政や市社協との連携が充実 
 

全事業の７割以上に「他団体との新たなネットワーク構築」や「継続的な協力者の増加」を確認  

 

●上位 2 つの項目については、全事業の７割以上 
に効果がみられた。また、上位 3 つ目の項目は、 
全事業の 6 割以上に効果がみられた 

 

●「民間企業との連携」や「会員数や賛同者数の 
増加」の項目では、事業規模を拡大・発展した 
団体（青色）の割合が高かった 

 
●「効果なし」とした回答はなかった。全ての 

団体において WAM 助成の事業がその後の団 
体活動や組織に効果を与えたことが分かった 

N=115 

１.８倍 

■助成期間中 

■終了から 1 年半経過後 

N=115 

１３事業でシナジー効果を確認（※法定事業実施団体１６件中） 
 

＜施設・事業の種類＞  

就労継続支援事業所、小規模多機能型居宅介護、 訪問介護 

地域子育て支援拠点、一時生活支援 等  

 

＜主な効果例＞  

●訓練作業、入居中の生活サポート、面接面談の３方向から利用者

に関する情報を収集・分析する体制への信頼が広がり、一時生活

支援の依頼自治体数が増加した 

●スタッフの相談スキルが向上し、より良い応対につながった  

  

N=115 

連携先 割合 連携の効果の例 

１ NPO 法人・任意団体との連携 73.0% 難民支援を行う弁護士や支援団体と連携し、個別ニーズに即した支援に取り組めた。  

２ 社会福祉協議会・地域包括支援センター
との連携 

61.7% 支援が必要な住民の紹介や状況の共有、必要に応じた支援機関の紹介等の効果が得ら

れた。 

３ 国・都道府県・市区町村との連携 53.0% 市の 10 に及ぶ関係部署が事業に積極的に参画し、訪問型の支援等で専門性を活かし、

地域包括ケアの体制が構築できたことが事業成果に活かされた。 

４ 福祉施設・病院・医療関係施設 
との連携 

46.1% 施設職員や介護関係者がコミュニティカフェ事業のサポーターとして定期的に利用

し、必要に応じて利用者の相談に対応した他、地域ニーズの情報交換ができた。 

 

連携・ネットワーク団体数が平均で１.８倍に拡大  


